資料３

医療的ケア検討会の提言に対する意見

大阪府医師会　中尾正俊

③介護職員によるたん吸引等の実施について

・「たんの吸引及び経管栄養」以外にも吸入、中心静脈栄養、導尿、在宅酸素療法、パルスオキシメーター、気管切開の管理、人工呼吸器、服薬管理等の在宅で行える医療的ケアは全て対象とすべきである。
医療的ケアは病院や施設以外でも実施されるようになり、在宅での生活を可能にしてきました。そして、家庭での生活、学校への通学、地域での療養生活を支えていくものとなり、施設の介護職員や支援学校や公立学校の現場で教職員が医療的ケアを行っています（実質的違法性阻却）。社会保障審議会介護保険部会において、介護職員による喀痰吸引や胃瘻による栄養剤注入などの医療的ケアに対する研修内容と法制化について議論がされ、11月30日に意見が取りまとめられました。そして、介護保険法改正法案が通常国会に法案提出されることになっています。
まず、医療者の独占業務である医行為と、医師の指示の下に看護師の監督下に行われる生活支援の医療的ケアに分けて議論する必要があります。
（私案）
（医行為）　　　　　　　　　　　　　　（医療的ケア）

たんの吸引：咽頭部より奥の吸引　　　　　　　　口腔内のみの吸引

　　　　　　気管カニューレより奥の吸引　　　　気管カニューレ内のみの吸引

経管栄養：

医師及び看護師によるチューブの位置確認　　　栄養液の注入

胃瘻部からの注入による胃・食道逆流現象に　　胃瘻部のケア
よる誤嚥性肺炎の発症のリスクのある患者に

対する栄養液の注入
吸入：
吸入薬の決定と薬液量の設定（処方権）　　　　吸入器の衛生面を配慮した手入れ

吸入器に薬液をいれ、吸入を実施

中心静脈栄養：

　必要カロリーを踏まえたメニューの決定      　輸液の接続と輸液ポンプの管理
　ポート作成と輸液速度の決定　　　　　　　　  ポートの維持管理（消毒など）

　ルートトラブル回避のための生食による
フラッシュ　
導尿：

・留置カテーテルによる持続導尿
　バルーン留置カテーテルの交換　　　　　　　　カテーテルやハルンバッグの管理

　膀胱洗浄
・カテーテルを用いた間歇的導尿
　尿道狭窄のある男性患者に対する間歇的導尿
　（尿道損傷のリスクが大なため）

在宅酸素療法：

　酸素量の決定（処方権）　　　　　　　　　　　　酸素濃縮器の管理

3Ｌ/分以上の酸素投与量に使用される加湿器の管理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　パルスオキメーターによる管理

気管切開の管理：

　細菌感染を起こした際の処置　　　　　　　　　　細菌感染を起こさないための
消毒処置

服薬管理：薬剤師が行う服薬管理（服薬指導）　　　処方に基づいた正確な服薬支援
医師が独占業務とされている医行為は、リスク（たん吸引による迷走神経刺激による高度除脈や経管栄養注入による誤嚥性肺炎など）が発生する可能性が高い医療行為です。これらの医行為は、安全確保の観点から医師が行うこととされており、不幸にして合併症が発生した場合には、医師にしか迅速に適切な処置を実施することができないからです。介護福祉士等が医療的ケアを行うためには、50時間の基本研修と実地研修を受けただけで、合併症発生時に適切な対処を行うことはとても無理だと考えます。第一の理由として、介護職員が居宅で重症心身障害児者に対して安全に医行為を実施できる在宅医療体制が整備されているとは言いがたい現状があります。特に、重症心身障害児を訪問診療する医師や訪問看護を提供する看護師が決して多くはありません。小児在宅医療を提供する医療者（在宅医・訪問看護師・理学療法士や作業療法士など）への研修や実習を充実させ、介護職員も在宅医療チームの一員として加われる医療安全を確保した体制づくりに努めなければならないと考えています。介護職員が自信をもって医療的ケアが実施できるまでは、介護福祉士等が提供する医療的ケアを医行為まで拡大することには、医療的ケアを受ける重症心身障害児の立場に立って医師会としては反対です。
④短期入所事業所の地域偏在の現状を踏まえての解決策として

・地域の中核病院がレスパイト機能を果たすべきである。
介護者である親のレスパイトケアに対する報酬について、国は介護報酬として検討していますが、診療報酬での検討は行われていません。介護保険を利用する場合は、40歳以上の特定疾病か65歳以上の患者のみであり、重症心身障害児が介護保険サービスを利用することが出来ません。NMCS基幹周産期センターの一部の病院において、患児の病状悪化を理由に、ベッド数を確保して（決して多くはありません）細々と介護者のレスパイトケアを行っているのが現状です。診療報酬で請求できない現在の状況では、地域の中核病院でレスパイトケアのための患児の入院は困難な状況です。
しかし、レスパイトケアを診療報酬でみるためには、保険者が了解しなければ実現しません。重症心身障害児が多くなっているとはいえ、高齢者に比し圧倒的に対象者が少ないのが現状です。ニーズがあっても対象者が少なければ、保険料を支払っている被保険者の理解が得られず保険者も了解しないことは容易に理解できます。
このような困難な状況ではありますが、医師会は、医療的ケアを必要とされている重症心身障害児の介護者のレスパイトケアに対する診療報酬の導入に向けて努力していきたいと思っています。
アメリカの民間保険で必要なレスパイトケアが提供されない原因として、
①利用できるサービスの不足と交通手段の問題（26％）

②費用が高すぎる（22％）

③医療問題（13％）

が挙げられています。

レスパイトケアが必要であるのに利用を希望されない介護者がいるのも事実です。アメリカだけでなく、我が国においても介護者のレスパイトケアが進まない理由として、①そのような支援を求めることは、子供を見捨てることだと感じる親がおられる、②支援サービスとしてのレスパイトケアの存在を知らない親がおられることが挙げられています。医療者をはじめ支援する人々が、このような介護者の意識や情報不足に対する問題点を解決していくよう地道にこつこつと努力することにより、重症心身障害児の介護者に対するレスパイトケアの必要性が国民的議論になり、疲れきっている介護者の方々へのレスパイトケアが一歩ずつ進んでいくものと考えております。
